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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算
区分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める （参考）

実質収支 職員給与費比率 １５年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ める職員給与費比率

１６年度 　　　　千円 千円 千円 ％ ％

340,659 67,213 49,460 14.5 14.5

イ　予算
区分 職員数 給 与 費 一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　
１７年度

6 25,034 9,099 10,574 44,707 7,451

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成17年4月1日現在）
　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

瑞 穂 市 44.6 歳 344,300 円 388,860 円

団 体 平 均 41.8 歳 312,800 円 339,400 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況
 ア　期末手当・勤勉手当

瑞　　　　　　穂　　　　　　市 国

１人当たり平均支給額（１７年度） －

1,723 千円　
（平成１７年度支給割合） （○年度支給割合）
　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

3.00 月分 1.40 月分 3.00 月分 1.45 月分
（1.60） 月分 （0.75） 月分 （1.60） 月分 （0.75） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成１７年４月１日現在）
瑞　　　　　　穂　　　　　　市 国

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

勤続２０年 21.00 月 27.30 月分 勤続２０年 21.00 月分 27.30 月分
勤続２５年 33.75 月 42.12 月分 勤続２５年 33.75 月分 42.12 月分
勤続３５年 47.50 月 59.28 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分
最高限度額 59.28 月 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分
その他の加算措置 その他の加算措置
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
１人当たり平均支給額　　 0 千円
（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在）
支給実績（１６年度決算） 0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） 0 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（１６年度） 0.0 　％

手当の種類（手当数） 1
手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

特殊勤務手当 右記業務に従事する職員

特殊勤務手当は、著しく危険、不快、
不健康又は困難な勤務その他著しく
特殊な勤務で、給与上特別の考慮を
必要とし、かつ、その特殊性を給料で
考慮することが適当でないと認められ
るものに支給

エ　その他の手当（平成１７年４月１日現在）
普通会計一般行政職員に同じ

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
ア　定員適正化目標（数・率）

計画期間

数値目標
始　期 終　期

平 成 18 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日

1



イ　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

     →6(3)③の参考を参照

注 ④については、普通会計一般行政職員と兼務になるため、省略である。
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